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（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期 4,138 － △375 － △361 － △1,436 －

2024年３月期 － － － － － － － －

（注）包括利益 2025年３月期 △1,341百万円 （－％） 2024年３月期 －百万円（－％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年３月期 △1,293.58 － △49.7 △6.9 △9.1

2024年３月期 － － － － －

（参考）持分法投資損益 2025年３月期 －百万円 2024年３月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年３月期 5,212 2,156 41.4 1,941.53

2024年３月期 － － － －

（参考）自己資本 2025年３月期 2,156百万円 2024年３月期 －百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2025年３月期 278 △243 102 1,230

2024年３月期 － － － －

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年３月期 － 0.00 － 25.00 25.00 27 － －

2025年３月期 － 0.00 － 20.00 20.00 22 △1.5 1.0

2026年３月期（予想） － 0.00 － 30.00 30.00 136.4

１．2025年３月期の連結業績（2024年４月１日～2025年３月31日）

（注）2025年３月期より連結財務諸表を作成しているため、2025年３月期の対前期増減率並びに2024年３月期の数値及び
対前期増減率は記載しておりません。
また、自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率は連結初年度のため、それぞれ期末自己資本及び期末総資産額
に基づいて計算しております。
潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（２）連結財政状態

（注）2025年３月期より連結財務諸表を作成しているため、2024年３月期の数値は記載しておりません。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

（注）2025年３月期より連結財務諸表を作成しているため、2024年３月期の数値は記載しておりません。

２．配当の状況

（注）2025年３月期より連結財務諸表を作成しているため、2024年３月期の配当性向（連結）及び純資産配当率（連結）
については、記載しておりません。

　　　また、2025年３月期の純資産配当率（連結）は、連結初年度のため、期末１株当たり純資産に基づいて計算してお
ります。



（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 2,884 － △10 － △7 － △8 － △7.97

通期 6,318 52.7 36 － 33 － 23 － 21.55

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年３月期 1,187,368株 2024年３月期 1,187,368株
②  期末自己株式数 2025年３月期 76,529株 2024年３月期 76,529株
③  期中平均株式数 2025年３月期 1,110,839株 2024年３月期 1,110,839株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期 4,057 △9.4 △334 - △319 - △1,394 -

2024年３月期 4,480 △11.4 △147 - △124 - △152 -

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期 △1,255.42 -

2024年３月期 △137.14 -

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年３月期 4,866 2,199 45.2 1,979.69

2024年３月期 6,059 3,622 59.8 3,261.45

（参考）自己資本 2025年３月期 2,199百万円 2024年３月期 3,622百万円

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

※  注記事項
（１）期中における連結範囲の重要な変更：無

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
１．2025年３月期の個別業績（2024年４月１日～2025年３月31日）

（２）個別財政状態

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は、添付資料Ｐ３「１．経営成績等の概況　(4）今後の見通し」をご参照ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当社グループは、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との比較分析は行って

おりません。

当連結会計年度における我が国経済は、インバウンド旅行客数の増加や投資の増加等により景気は緩やかに回復

していますが、不安定な国際情勢の中、資源高により物価の上昇基調が続いており、金融資本市場の変動等によ

り、依然として不透明な状況が続いております。

住宅建築業界におきましては、物価の高騰等により新設住宅着工戸数は軟調に推移しております。また、ウクラ

イナ情勢の長期化等による資源価格等の高騰などにより、先行きは不透明な状況が続いております。当連結会計年

度の全国の新設住宅着工戸数は81万戸（前期比2.0％増）、当社に関係が深い木造住宅の新設着工戸数につきまして

は46万戸（前期比3.6％増）となりました。

このような環境の中、公共建築物等木材利用促進法の施行から13年を迎え、2021年10月に施行された改正法によ

り、対象が公共建築物から一般建築物へと拡大されました。これを受け、当社は「木の温もりと笑顔あふれる社

会」の実現を目指し、非住宅建築における木造化を推進しております。地産地消の認証木材や合法木材（クリーン

ウッド法）の使用を通じ、森林保護や高性能住宅によるCO₂排出抑制に取り組み、地球温暖化防止へ貢献していま

す。

住宅資材事業では、プレカット受注を主軸とし、建材・住設・エクステリアを含めたトータル受注体制の強化に

努めました。また、自社製材工場「ウッド・ミル」ブランドによる国産人工乾燥杉製材「宮城の伊達な杉」の普及

に向け、「宮城の伊達な杉の家を創る会」と連携し販売を推進しました。

建設事業では、「杉とともに300年　確かな技術が届けるここちよい暮らし」をコンセプトに植林から製材、建

築、アフターサービスまでトータルに手掛けており、宮城県産の「宮城の伊達な杉」を使用した骨組みを採用して

います。地産地消の最高ブランドである材料と技術で人と人とが創り上げていく住まいを販売してまいりました。

また、2024年11月には、ビィ・エル・シー株式会社の株式を取得し、子会社化いたしました。なお、ビィ・エ

ル・シー株式会社においては、みなし取得日を2024年12月31日としているため、当連結会計年度はビィ・エル・シ

ー株式会社の2025年１月１日から2025年３月31日までの３か月間を連結しております。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高4,138百万円、営業損失375百万円、経常損失361百万円、親会社株

主に帰属する当期純損失1,436百万円となりました。

　なお、セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。（各セグメントの売上高は、外部顧客に対するも

のであります。）

ア. 住宅資材事業

大型木造物件と地域に根ざした営業展開を図るため地場工務店に対する営業活動に注力しましたが、物価の

高騰等により新設住宅着工戸数は軟調に推移し、また、原油等の資源価格の高騰や仕入資材等の価格の高騰に

より工場の製造原価率が上昇したこと等により、売上高2,940百万円、営業損失152百万円となりました。

イ. 建設事業

　注文住宅等の競争が厳しく、売上高1,131百万円、営業損失0百万円となりました。

ウ. 賃貸事業

　賃貸事業は、売上高65百万円、営業利益39百万円となりました。

（２）当期の財政状態の概況

①資産

当連結会計年度末の資産につきましては、5,212百万円となりました。内訳としましては、現金及び預金が1,233

百万円、受取手形、売掛金、電子記録債権及び完成工事未収入金が606百万円、商品及び製品207百万円、販売用土

地建物387百万円を含む流動資産が2,727百万円、有形固定資産が2,314百万円、無形固定資産が18百万円、投資そ

の他の資産が151百万円となっております。

②負債

負債につきましては3,056百万円となっており、内訳としましては、支払手形、買掛金、電子記録債務及び工事

未払金939百万円、短期借入金195百万円、１年以内返済予定の長期借入金272百万円を含む流動負債が1,611百万

円、長期借入金1,088百万円、再評価に係る繰延税金負債64百万円を含む固定負債が1,444百万円となっておりま
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す。

③純資産

純資産につきましては、2,156百万円となっており、内訳としましては、株主資本が2,005百万円、土地再評価差

額金140百万円を含むその他の包括利益累計額が151百万円となっております。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,230百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において営業活動の結果獲得した資金は、278百万円となりました。これは、主に税金等調整前当

期純損失が1,480百万円あったものの、減価償却費及び減損損失の非資金費用が1,237百万円、売上債権の減少が198

百万円、棚卸資産の減少が145百万円及び仕入債務の増加が120百万円あったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において投資活動の結果減少した資金は、243百万円となりました。これは、主に有形固定資産の

取得による支出が107百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が130百万円あったためであり

ます。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動の結果増加した資金は、102百万円となりました。これは、主に短期借入金の減

少が30百万円、約定弁済に伴う長期借入金の返済による支出が224百万円及び配当金の支払額が27百万円あったもの

の、長期借入れによる収入が400百万円あったためであります。

（４）今後の見通し

今後の経済環境につきましては、賃上げによる所得環境の改善やインバウンド需要の継続などにより景気のさら

なる回復が期待されるものの、原材料価格の高騰、海外情勢不安の長期化、金融資本市場の動向のほか、米国の関

税政策の動向による世界経済への影響懸念などにより景気の先行きは依然として不透明な状況が続くものと予想さ

れます。

そのような中で、改正木材利用促進法（脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促

進に関する法律）が2021年10月1日に施行され、対象が民間建築物や中高層建築物を含む「建築物一般」に拡大さ

れたことに引き続き対応すべく、加工機械フンデガーK2i1250をフルに活用して、ATAハイブリッド構法、CLT（直

交集成板）等の非住宅大型木造建築への営業強化等をしてまいります。

次期の業績見通しといたしましては、売上高6,318百万円（前期比52.7％増）、営業利益36百万円（前期営業損

失377百万円）、経常利益33百万円（前期経常損失361百万円）、親会社株主に帰属する当期純利益23百万円（前期

親会社株主に帰属する当期純損失1,436百万円）を見込んでおります。

なお、次期の業績の見通しは、現時点での限定的な範囲での影響額を反映しております。先行き不透明であるた

め、事業環境の変化等により、業績予想の修正が必要になった場合には、速やかに公表いたします。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　利益配分に関する基本方針につきましては、当社は、安定的な経営基盤の確保と株主資本利益率の向上に努める

とともに、内部留保の確保に留意しつつ、配当につきましては業績に応じて成果配分することを基本方針としてお

ります。

　また、内部留保資金につきましては、経営環境の変化への対応と主要製品の需要増に対応した安定供給体制確立

のための資金需要及び市場ニーズに応える製品開発・技術開発等に充当し、今後の事業拡大に努めていくことが、

株主の皆様への充実した配当に寄与するものと考えております。当期の利益配当金につきましては、上記の方針を

踏まえ、1株につき20円とさせていただきます。

なお、次期の年間配当額につきましては、1株につき30円を予定しております。

２．企業集団の状況

　当社グループは、住宅資材の卸・小売事業、住宅建築事業及び木材加工事業を主な事業としており、その他の事業

では不動産の賃貸・仲介等各事業に関連するサービスを幅広く展開しております。

当社グループの事業内容と報告セグメントとの区分は同一であります。
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報告セグメントの区分 事業内容

住宅資材事業

住宅資材・建設資材の販売 木材・建材・住宅設備機器・合板等の卸・小売販売

木材の加工
木材のコンピュータカット（大型物件等）加工・防腐加工・人工

乾燥加工・製材等

自山林の植林及び育成 主にスギ、ヒノキ等の植林、育成

建設事業
住宅建築・大型木造建築及び分譲

住宅、不動産の販売・仲介

大型木造建築・木造注文住宅・提案住宅・建築物の設計・施工・

監理及び分譲住宅、不動産の売買・仲介等

賃貸事業 不動産の賃貸等 不動産の賃貸等

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

　当社は、以下のフィロソフィ・ミッション・ビジョンを掲げ、「木材の温もりと笑顔あふれる社会」に貢献でき

る企業を目指しています。

山大フィロソフィー

　パーパス（存在意義／経営理念）

　　木材の温もりは心の温もり。

　　わたしたち山大は

　　山と人をつなぐ木材文化の架け橋として

　　自然と暮らしの循環を見守る大樹として

　　木材の温もりと笑顔あふれる社会に貢献します。

　ミッション（日々、実践する使命）

　　感謝を忘れず木材と向き合い、

　　自然と暮らしの大きな循環を支えます。

　ビジョン（目指す理想の社会）

　　木材の温もりに囲まれた

　　笑顔あふれる社会を創造します。

　木材の温もりあふれる木造建築に取り組むことによって、潤いと安らぎのある木住文化と、山と人をつなぐ木住

文化の醸成に尽力します。また、山林を大切に育みながら、再生可能な天然素材である木の特性を最大限活かす事

業を展開することで、自然と暮らしの大きな循環を支えます。

（２）目標とする経営指標

　当社は、経営基盤強化のため、経営の最重点目標を収益の向上とし、経営指標として経常利益率を重視し、財務

体質の充実、改善を図り、会社を発展させてまいります。

（３）中長期的な会社の経営戦略

人口減少と高齢化が進む中、住宅着工数の減少が見込まれますが、公共施設や高齢者施設等の非住宅の木造化が

予想されます。

そのような中、持続可能な森林認証木材を使用することで森林資源の適切な管理と再生が促進され環境保護に貢

献します。

住宅資材事業部では、プレカット営業強化と国産材製材工場の生産効率向上をさせてまいります。また、今後の

職人不足を補うために、職人育成の内製化を推進し建築現場の建て方に対応してまいります。2025年4月の建築基

準法改正で4号特例（審査省略制度）が縮小され、木造二階建てや一定規模以上の平屋でも建築確認が必要となる

ため、地場工務店の支援準備を進めてまいります。

建設事業部ではお客様の思いを形にプラン提案し、将来を見据えた省エネ、創エネ住宅の提供をいたします。

山と人をつなぐ木材文化と潤いと安らぎのある木住文化の２つの文化は、再生可能な天然素材である木の特徴を

最大限活かし、「木のぬくもりを形に」することから始まります。企業活動を通じて「木の温もりと笑顔あふれる

社会」目指しております。

（４）会社の対処すべき課題

我が国経済は、グローバル化の進む中であらゆる面で世界各国との関係が深耕しております。中東およびウクラ
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イナ情勢の長期化などにより、原燃料・原材料価格が高騰し、各国とのサプライチェーンが密接に連携しているこ

とが改めて浮き彫りとなりました。

そのような中で、住宅着工数の減少が予想され、木材、建築業界においては適切な技術や専門知識を持つ職人不

足が深刻化する状況で、革新技術とデジタル化への対応が必要となっております。当社においては高性能木材加工

機械フンデガーK2i1250・650をフル活用し高性能羽柄加工機を増設することでマーケットの要望に応えてまいりま

す。また、山林の植林から伐採及び木造建築の建て方を志す若い職人を育成し、内製化することで雇用機会の創出

にも貢献してまいります。

当社は、内部統制やコンプライアンス体制の充実を図り、国産材杉製材「宮城の伊達な杉」やプレカット工場製

品の生産プロセスの効率化、品質管理システムの強化をおこない、生産性向上による価格競争力や品質確保を目指

し、継続的な事業収益と企業価値の向上を図り事業を通じて社会貢献に努力してまいります。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループの利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、海外からの資金調達の必要性が乏し

いため、会計基準につきましては日本基準を適用しております。
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(単位：千円)

当連結会計年度
（2025年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,233,531

受取手形及び売掛金 480,206

完成工事未収入金等 126,009

商品及び製品 207,837

仕掛品 160,920

原材料及び貯蔵品 102,495

販売用土地建物 387,417

未成工事支出金 2,031

その他 27,860

貸倒引当金 △330

流動資産合計 2,727,980

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 189,431

機械装置及び運搬具（純額） 465

土地 1,890,397

山林 232,079

その他（純額） 2,315

有形固定資産合計 2,314,689

無形固定資産

のれん 16,867

その他 1,842

無形固定資産合計 18,710

投資その他の資産

投資有価証券 21,972

長期貸付金 5,234

差入保証金 31,936

その他 94,818

貸倒引当金 △2,544

投資その他の資産合計 151,416

固定資産合計 2,484,817

資産合計 5,212,797

５．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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(単位：千円)

当連結会計年度
（2025年３月31日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 272,802

電子記録債務 479,918

工事未払金 186,528

短期借入金 195,000

１年内返済予定の長期借入金 272,100

設備関係電子記録債務 7,613

未払金 97,718

未払法人税等 5,104

契約負債 25,762

賞与引当金 17,976

完成工事補償引当金 4,330

その他 46,533

流動負債合計 1,611,388

固定負債

長期借入金 1,088,206

繰延税金負債 20,368

再評価に係る繰延税金負債 64,476

退職給付に係る負債 207,901

資産除去債務 5,000

その他 58,733

固定負債合計 1,444,686

負債合計 3,056,075

純資産の部

株主資本

資本金 1,103,184

資本剰余金 97,927

利益剰余金 858,920

自己株式 △54,312

株主資本合計 2,005,718

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 10,792

土地再評価差額金 140,211

その他の包括利益累計額合計 151,003

純資産合計 2,156,722

負債純資産合計 5,212,797
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(単位：千円)

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

売上高 4,138,547

売上原価 3,714,120

売上総利益 424,427

販売費及び一般管理費

支払運賃 108,469

貸倒引当金繰入額 △493

役員報酬 44,823

給与手当 280,191

賞与引当金繰入額 9,258

退職給付費用 12,008

法定福利費 50,637

支払報酬 64,091

減価償却費 11,988

のれん償却額 887

その他 218,101

販売費及び一般管理費合計 799,964

営業損失（△） △375,536

営業外収益

受取利息 507

受取配当金 1,966

受取助成金 5,609

仕入割引 4,691

その他 11,197

営業外収益合計 23,972

営業外費用

支払利息 8,782

その他 706

営業外費用合計 9,488

経常損失（△） △361,052

特別損失

固定資産除却損 3,386

減損損失 1,114,616

その他 1,218

特別損失合計 1,119,220

税金等調整前当期純損失（△） △1,480,273

法人税、住民税及び事業税 2,578

法人税等調整額 △45,896

法人税等合計 △43,318

当期純損失（△） △1,436,955

非支配株主に帰属する当期純損失（△） -

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △1,436,955

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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(単位：千円)

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当期純損失（△） △1,436,955

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,652

土地再評価差額金 93,816

その他の包括利益合計 95,469

包括利益 △1,341,485

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △1,341,485

非支配株主に係る包括利益 -

（連結包括利益計算書）

- 9 -

㈱山大（7426）　2025年3月期決算短信（連結）



(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,103,184 97,927 2,420,612 △54,312 3,567,410

当期変動額

剰余金の配当 - - △27,770 - △27,770

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

- - △1,436,955 - △1,436,955

土地再評価差額金の取崩 - - △96,965 - △96,965

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

- - - - -

当期変動額合計 - - △1,561,691 - △1,561,691

当期末残高 1,103,184 97,927 858,920 △54,312 2,005,718

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証券評価

差額金
土地再評価差額金

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 9,139 46,394 55,534 3,622,944

当期変動額

剰余金の配当 - - - △27,770

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

- - - △1,436,955

土地再評価差額金の取崩 - - - △96,965

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

1,652 93,816 95,469 95,469

当期変動額合計 1,652 93,816 95,469 △1,466,222

当期末残高 10,792 140,211 151,003 2,156,722

（３）連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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(単位：千円)

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △1,480,273

減価償却費 123,090

減損損失 1,114,616

のれん償却額 887

賞与引当金の増減額（△は減少） 546

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,186

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △430

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,442

受取利息及び受取配当金 △2,473

支払利息 8,782

有形固定資産除却損 3,386

売上債権の増減額（△は増加） 198,428

棚卸資産の増減額（△は増加） 145,389

その他の流動資産の増減額（△は増加） 2,553

仕入債務の増減額（△は減少） 120,749

未払消費税等の増減額（△は減少） 7,150

未収消費税等の増減額（△は増加） 15,096

その他の流動負債の増減額（△は減少） △2,890

その他 8,351

小計 262,218

利息及び配当金の受取額 2,468

利息の支払額 △9,065

法人税等の支払額 △1,377

法人税等の還付額 24,186

営業活動によるキャッシュ・フロー 278,431

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △107,306

有形固定資産の除却による支出 △117

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△130,260

差入保証金の差入による支出 △2,573

貸付けによる支出 △500

貸付金の回収による収入 650

出資金の払込による支出 △56

その他 △2,986

投資活動によるキャッシュ・フロー △243,150

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △30,000

長期借入れによる収入 400,000

長期借入金の返済による支出 △224,669

社債の償還による支出 △5,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △10,032

配当金の支払額 △27,770

財務活動によるキャッシュ・フロー 102,527

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 137,808

現金及び現金同等物の期首残高 1,092,722

現金及び現金同等物の期末残高 1,230,531

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（追加情報）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

　当社グループは、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しております。連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項は以下の通りであります。

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称

（1）連結子会社の数　１社

（2）連結子会社の名称

ビィ・エル・シー株式会社

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

ビィ・エル・シー株式会社の決算日は３月31日であります。

2024年12月31日をみなし取得日としており、かつ連結決算日との差異が３か月を超えないことから、当連結会計

年度はビィ・エル・シー株式会社の2025年１月１日から2025年３月31日までの３か月間を連結しております。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に関する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-3

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項（2）ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。

（表示方法の変更）

　　　（連結貸借対照表）

　　　流動負債の「支払手形及び買掛金」に含めていた「電子記録債務」及び流動負債の「設備関係支払手形」に含

めていた「設備関係電子記録債務」は重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。

（会計上の見積りの変更）

該当事項はありません。
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当連結会計年度
（2025年３月31日）

建物及び構築物 103,368千円

土地 1,252,546

計 1,355,914

当連結会計年度
（2025年３月31日）

短期借入金 170,000千円

長期借入金（１年以内返済予定額を含む） 1,105,760

計 1,275,760

当連結会計年度
（2025年３月31日）

当座貸越極度額 1,950,000千円

借入実行残高 195,000

差引額 1,755,000

当連結会計年度
（2025年３月31日）

受取手形 32,705千円

売掛金 422,516

当連結会計年度
（2025年３月31日）

顧客との契約から生じた債権 24千円

契約資産 125,985

（連結貸借対照表に関する注記）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　担保付債務は、次のとおりであります。

※２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

※３　受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下のとおりでありま

す。

※４　顧客との契約から生じた債権及び契約資産の内訳

完成工事未収入金等のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は次のとおりでありま

す。

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

建物 3,386千円

（連結損益計算書に関する注記）

※１　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。
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用途 種類 場所

住宅資材事業用資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、土地等 宮城県仙台市、石巻市

建設事業用資産 建物及び構築物等 宮城県石巻市

賃貸事業用資産 建物及び構築物、土地等 宮城県仙台市、石巻市他

全社共用資産 建物及び構築物、土地等 宮城県石巻市

種類 金額（千円）

建物及び構築物 585,195

機械装置及び運搬具 70,175

土地 435,078

その他 24,167

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

7,371千円

※２　減損損失

　当連結会計年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

　　当社グループは、主に以下の資産グループについて、減損損失を計上しております。

　資産のグルーピングは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、事業部門を基本単位として

おります。また、賃貸不動産については、物件単位毎にグルーピングを行っております。

　当社は、継続的な営業損失のマイナスにより回収可能価額が帳簿価額を下回る資産について減損処理

を行い、減損損失1,114,616千円を計上しました。

　その内訳は以下の通りであります。

（減損損失の内訳）

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主として不動産鑑定士から入手した不動産

鑑定評価基準に基づく評価額及び処分見積額をもとに算定しております。

※３　期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれて

おります。

（企業結合等関係）

取得による企業結合

　当社は、2024年10月15日開催の取締役会において、ビィ・エル・シー株式会社の全株式を取得し、子会社化するこ

とについて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2024年11月1日付で全株式を取得しました。

（1）企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　ビィ・エル・シー株式会社

事業内容　　　　　　建築材料・部材・建築内装材の生産・販売

②　企業結合を行った主な理由

ビィ・エル・シー株式会社は、首都圏を中心にツーバイフォー工法をはじめとした一般住宅向けの造作部材・室

内ドアの規格化及び製品の販売を主要事業とする会社です。同社を子会社化する事により新たに内装建材販売事

業を当社グループに取り込み、双方のお客様に各々の強み有る商材を提供する事を通じ宮城県外の拠点拡充がな

され、グループ相乗効果が見込める事から同社の全株式を取得し子会社化する事と致しました。

③　企業結合日

2024年11月1日（株式取得日）

2024年12月31日（みなし取得日）

④　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤　結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

⑥　取得した議決権比率

100％

- 14 -

㈱山大（7426）　2025年3月期決算短信（連結）



取得の対価 現金及び預金 340,000千円

取得原価 340,000千円

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、株式を取得したためであります。

（2）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

（3）主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザーに対する報酬・手数料等　　　38,918千円

（4）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①　発生したのれんの金額

17,755千円

②　発生原因

主として今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

③　償却方法及び償却期間

５年にわたる均等償却

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）1

連結財務諸
表計上額

住宅資材事業 建設事業 賃貸事業 計

売上高

外部顧客への売上高 2,940,958 1,131,862 65,726 4,138,547 - 4,138,547

セグメント間の内部売上高又

は振替高
193,170 - - 193,170 △193,170 -

計 3,134,129 1,131,862 65,726 4,331,718 △193,170 4,138,547

セグメント利益又は損失（△） △152,105 △836 39,475 △113,466 △262,070 △375,536

セグメント資産 2,542,969 557,122 790,744 3,890,836 1,321,961 5,212,797

その他の項目

減価償却費 106,144 1,115 12,335 119,596 3,494 123,090

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
66,984 1,242 39,627 107,854 1,032 108,886

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報の入手が可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　「住宅資材事業」は住宅建築用木材、住宅関連資材の卸売及び小売等をしております。「建設事業」は

住宅建築及び一般建築の設計・施工・監理及び不動産の販売・仲介等をしております。「賃貸事業」は不

動産の賃貸等をしております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計方

針に準拠した方法であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（注）１.調整額の内容は以下のとおりであります。

（1）セグメント利益又は損失（△）の調整額（△262,070千円）は全社費用（主に報告セグメントに帰属しない
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（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

社会福祉法人歩みの会 513,500 建設事業

（単位：千円）

住宅資材事業 建設事業 賃貸事業 計 全社・消去
連結財務諸表
計上額

減損損失 785,306 3,052 304,264 1,092,623 21,992 1,114,616

（単位：千円）

住宅資材事業 建設事業 賃貸事業 計 全社・消去
連結財務諸表計
上額

当期償却額 887 - - 887 － 887

当期末残高 16,867 - - 16,867 － 16,867

一般管理費等）であります。

（2）セグメント資産の調整額（1,321,961千円）は各報告セグメントに配分していない全社資産であります。そ

の主なものは、余資運用資金、長期投資資金（投資有価証券及び出資金）及び管理部門に係る資産等であ

ります。

２.セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業損失と一致しております。

【関連情報】

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため該当事項はありません。

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（注）（のれんの金額の重要な変動）

　当連結会計年度において、ビィ・エル・シー株式会社の全株式を取得し、連結の範囲に含めたことに伴い、

「住宅資材事業」セグメントにおいて、のれんが17,755千円発生しております。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

該当事項はありません。
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当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

１株当たり純資産額 1,941円53銭

１株当たり当期純損失（△） △1,293円58銭

当連結会計年度
（2025年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 2,156,722

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 2,156,722

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通

株式の数（千株）
1,110

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

１株当たり当期純損失

親会社株主に帰属する当期純損失（△）（千円） △1,436,955

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失

（△）（千円）
△1,436,955

期中平均株式数（千株） 1,110

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

３．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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